
団体番号 県担当課 頁

6
企画部
地域交通政策課

12

28
農政部
食産業振興課

13

32
農政部
園芸推進課

14

38
水産林政部
森林整備課

15

44
土木部
空港臨空地域課

16　仙台空港鉄道株式会社

　公益社団法人宮城県青果物価格安定相互補償協会

　公益社団法人宮城県物産振興協会

Ⅴ　改善支援団体の取組状況

（令和6年度　5団体）

団　　体　　名

　一般社団法人宮城県林業公社

　阿武隈急行株式会社
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別記様式第４号

（１）経営改善の目標

（２）経営改善に向けた計画及び取組状況（令和６年度）

（３）数値目標及び実績

（４）公社等外郭団体経営評価委員会の意見

（５）特記事項

経営改善に向けた計画及び取組状況報告書（令和６年度）

団体番号 6 団 体 名 阿武隈急行株式会社 県主務課
企画部

地域交通政策課

 自立推進計画における
 県の取組の進め方

　平成３０年度に同社が策定予定であった経営健全化計画について、令和元年東日本台風によ
る被災や自治体からの新たな継続的支援策に係る協議の長期化を理由として現在も策定されて
いないことから、宮城・福島両県や沿線市町が参画する「阿武隈急行線在り方検討会」で経営
改善策を取りまとめ、団体が経営健全化計画を策定できるよう指導・助言する。また、計画策
定後は団体が計画内容を着実に履行していくよう指導する。

 「阿武隈急行線在り方検討会」で団体の抜本的な経営改善を図り赤字拡大を抑制するための方策を検討し、令和６年度
末に経営改善策を取りまとめることとしている。老朽化した鉄道施設について緊急度を精査のうえ、優先順位に応じた
更新・整備を行いながら事業費の圧縮に努め支出の削減を図る。また、沿線自治体等と連携して各種イベントの実施や
企画乗車券の発売等の増収策を講じることと並行して適切なダイヤ編成や更新車両数を検討し、沿線住民の移動手段の
確保と経営健全化の両立を図る。

主
体

経営改善に向けた計画 取組状況

実績 計画

　
団
体

・安心・安全輸送の確保
・収入の確保と経営の効率化
・地域発展に寄与する地域貢献
・「経営健全化計画」の策定

・①関係法令及び規程類の順守②安全文化の構築③鉄道施設・車
両の確実な保守管理の徹底を安全重点施策として取り組んだ、ま
た、国・両県及び沿線自治体の支援により安全を図る工事を実施
するなど施設設備の計画的な更新を行った。
・若手社員を中心としたプロジェクトチームで検討等を行った上
で、新規イベントなどを実施したほか、あぶQフェスティバルを開
催し、多数のお客様が来場した。
・地域の発展に寄与することを目的とし福島学院大学と包括連携
に関する協定を締結した。

　
県

・団体の抜本的な経営改善を図り、赤字拡大を抑制するた
めの方策を検討するために設置された「阿武隈急行線在り
方検討会」において有識者から意見を伺いながら、同社の
増収策や輸送モードの合理化、経常経費の妥当性その他経
営改善に資する取組について検討を行い、会社や沿線自治
体とともに令和６年度末までに経営改善策を取りまとめて
いく。

・「阿武隈急行在り方検討会」において、有識者等から意見を伺
いながら、福島県及び沿線市町と同社の増収策や輸送モードの合
理化等について協議・検討を行い、今後取り組むべき経営改善策
の方向性を整理し、沿線自治体や団体が検討していくべき項目を
提言として取りまとめた。

実績

1,900 1,898 1,944

項目 単位
令和４年度 令和５年度 令和６年度

計画 実績

輸送人員 千人 1,856 1,289 2,039

計画

運輸収入 千円 501,741 352,923 559,473

営業費用 千円 909,140 950,186 1,030,979

△ 564,218 △ 453,642 △ 471,465

505,683 523,796

1,017,855 1,445,921 1,387,048

505,627

【令和3年2月】

○団体は、利用者の増加、経費削減、運輸収入以外の収益の増加など経営改善に向けた短期的ビジョンを策定するとと
もに、沿線地域の将来像や今後の団体を取り巻く社会情勢の変化等を踏まえて、経営安定化に向けた中長期的ビジョン
を策定すること。また、策定後は県と協力しながらビジョンの確実な履行に取り組むこと。【団体・県】
○団体は、観光客の誘致に向けたイベントの開催や各駅から観光資源へのアクセスの充実について、沿線自治体やバ
ス、タクシー等の運輸事業者と連携し、地域外からの鉄道利用者の増加に努めること。併せて、これらの取組への協力
や阿武隈急行の存続について地元住民の理解を得られるように一層努めること。【団体】
○県は、今後の沿線地域の活性化に関する県としての基本的な考え方と、団体の公益的貢献度を整理した上で、沿線市
町や福島県と連携して団体を支援するとともに指導すること。
　特に、団体が短期及び中長期的ビジョンを策定する際には、県は、当該地域の公共交通体系の在り方（鉄道事業の存
廃を含む。）を念頭に置きながら、団体の将来像について筆頭株主である福島県や沿線市町と協議し、的確に指導する
こと。【県】

・平成26年3月　長期経営計画（平成26年度～平成35年度）策定【団体】
・平成26年10月　経営健全化５カ年計画（平成26年度～平成30年度）策定【団体】

△ 922,372 △ 842,878

当期純損益（損失） 千円 △ 333,112 942,296 △ 383,810 △ 35,033 △ 406,240 38,057

経常損益（損失） 千円 △ 377,944

- 12 -



別記様式第４号

（１）経営改善の目標

（２）経営改善に向けた計画及び取組状況（令和６年度）

（３）数値目標及び実績

（４）公社等外郭団体経営評価委員会の意見

（５）特記事項

【令和3年2月】

○団体は、消費者ニーズに対応した販売手段の導入や販路の開拓、内部人材の育成など、物産の販売数量の拡大に向け
た販売戦略を構築し、収支改善に取り組むこと。特に、Ｅコマースは競争が激しい分野であることから、Ｅコマースに
長けた外部専門家を有効に活用するとともに、公益法人としての役割を意識して事業展開を図ること。【団体】
○公益性を確保する上でも会員数の増加を図ることが重要であることから、団体は、県内事業者のニーズや団体に対す
る期待を的確に捉えた上で、会員になるメリットの一層の充実を図り、会員数の増加に努めること。【団体】
○団体は、公益法人であることの利点及び制約、団体の役割、財務状況、事業の効率性等を考慮し、一般法人化をはじ
めとする組織形態の見直しや、営利事業と非営利事業の分割、他団体との統合などの組織再編の可能性について、県と
共に検討すること。【団体・県】

・平成24年10月　社団法人から公益社団法人へ移行【団体】
・平成28年12月　活性化プラン検討会議の設置【団体】
・平成31年3月　 活性化プランの策定【団体】

15 10

7 10 8

12

新規催事開催 回 5 17 10

新規会員入会 社 7 4 15

7,034 1,800 14,541

項目 単位
令和４年度 令和５年度 令和６年度

計画 実績

収支差額の改善 千円 △ 11,000 13,387 7,000

計画 実績 計画

　
団
体

○公益目的事業であるアンテナショップ事業の継続
により県産品の販売支援に直結する拠点機能として
の役割を果たすこととする。
○協会にしかできない事業をあらゆるジャンルで企
画し収益拡大を目指すものとする。
○小規模・零細企業の多い本県において、協会の使
命である生産者育成の観点により、リアル＆デジタ
ルを連動させた販売支援が必要不可欠であることか
ら、物産展・卸販売・ＷＥＢ販売を駆使し、販路及
び協会収益の拡大を目指すものとする。

　東京池袋のアンテナショップ閉店に伴い、即座に仮設店
舗を設置。その仮設運営を通じ拠点機能の維持、公益目的
事業の継続を図りながら経営基盤の再構築に向けた具体的
な取り組みを進めた。物産展、卸・WEB販売と複合的なチャ
ネルを組み合わせ、効率的な事業展開に取り組むととも
に、各事業の費用対効果を見直し、支出の抑制と予算配分
の適正化を進めている。また、少人数体制の中で業務の標
準化とデジタルツールの導入を進め、業務の効率化と属人
化の排除を図っている。中長期的には、自主財源比率の引
き上げと収益構造の安定化を目指し、事業の選択と集中や
新たな収益モデルの創出に向け業務を進めている。

　
県

　現在、実施している首都圏アンテナショップ在り
方検討懇話会の検討内容も踏まえた、協会の事業展
開等に係る指導・助言・側面支援の実施や県事業の
委託等による有機的な連携の実現

　定時総会や理事会への出席や監査の立ち会いを行うとと
もに、首都圏アンテナショップ在り方検討懇話会の検討内
容も踏まえ、適切な運営に資するよう、随時助言等を実施
した。

実績

 自立推進計画における
県の取組の進め方

　団体は、将来を見据えた経営基盤の確立を図るために検討会議を設置して中長期的な経営改
善方法等の検討に着手しているところであり、その議論を注視しながら当該団体の収支改善や
事業見直しなどに関して必要な助言又は指導を行います。

　組織及び人員配置等の改革により協会の使命である県産品販路開拓並びに生産者育成の範囲の拡大を目指すものとす
る。また、デジタル化の推進により効率的な事業推進を図るものである。

主
体

経営改善に向けた計画 取組状況

経営改善に向けた計画及び取組状況報告書（令和６年度）

団体番号 28 団 体 名 公益社団法人宮城県物産振興協会 県主務課
農政部

食産業振興課
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別記様式第４号

（１）経営改善の目標

（２）経営改善に向けた計画及び取組状況（令和６年度）

（３）数値目標及び実績

（４）公社等外郭団体経営評価委員会の意見

（５）特記事項

【令和6年2月】

○協会は、青果物価格補償制度を生産者にとって利用しやすい制度とするため、対象品目や最低予約数量に対する生産者
からの要望を積極的に制度に反映するなど、弾力的な見直しを行うこと。協会は、青果物価格補償制度への更なる加入促
進を図るため、「青果物価格安定制度のしおり」は、生産者目線での分かりやすい説明資料（補償の具体例やイラスト、
利用者のコメント、収支のシミュレーション等を加えるなど）となるよう工夫し、本制度の周知に取り組むこと。【団
体】
○協会は、制度加入者の増加に伴う手数料収入の増加は、協会の収入増に繋がることから、加入者数の増加に努めるこ
と。協会は、長期預り金の利息収入を増加させるため、今後の経済金融情勢の変化に応じ、安全性、金額、期間等を勘案
した適切な資産運用に努めること。【団体】
○協会は、県、ＪＡ全農みやぎ、ＪＡ等の関係機関に対し、生産者の負担軽減措置の継続、出向職員の業務支援による経
費節減策、未加入者への周知策などの協力を要請し、生産者にとって利用しやすい制度の実現と加入者増加による収入確
保に努めること。【団体】
○県は、「みやぎ園芸特産振興戦略プラン」の更新にあたり、生産者負担軽減措置を継続して実施できるよう検討するこ
と。また、園芸農家数が減少傾向にあることから、新規就農者や小規模生産者の支援など高齢者の後継となるサポート事
業を検討し、青果物価格補償制度の加入促進に向け側面的な支援を図ること。【県】
○協会は、関係機関と連携して上記の取組を実施し、必要な場合は、県と連携し、青果物価格補償制度と収入保険制度の
併用など生産者に分かりやすい制度の見直しについて国等関係機関に働きかけを行うこと。【県・団体】

特になし。

8,500 7,942

9 5 5

7,989

JA、法人への加入促進の訪問 回 5 10 5

青果物価格補償制度予約数量 ｔ 8,400 8,001 8,450

384 0 409

項目 単位
令和４年度 令和５年度 令和６年度

計画 実績

経常収支 千円 △ 1,832 △ 2,220 0

計画 実績 計画

　
団
体

・県と連携して、生産者の要望を反映したより魅力的
な制度作りを行うとともに、関係機関主催の会議等に
おいて、青果物価格補償制度の更なる周知を図る。
・安定的な収入確保のため、制度加入者数の増加に努
めるとともに、安全性や利率等を考慮した適切な資産
運用を行う。
・引き続き運営管理費の見直しを行い、経費削減に取
り組む。

・県の加入促進事業を活用して生産者の負担軽減を行った
ほか、各種催事において生産者向け加入案内チラシを配布
して加入促進に取り組んだ。一般青果物価格補償事業で
は、予約数量において野菜は28.1トンと増加したが、果実
は75.0トン減少となり全体では前年を46.9トン下回った。
・令和３年度から経営収支改善に取り組んでいるが、当初
の見通しと比べ、予約数量減少による受取準備金は減少と
なったが、事務管理費の削減により収支を改善した。
・長期預かり金の運用方針の見直しを行い、安全かつ利率
の良い公社債での運用を行い、安定的な収入確保に取り組
んだ。

　
県

・団体の財務の健全化に向けて、定期的に改善への取
組状況や収支見込みを確認し、必要な助言を行う。
・生産者のニーズに即した制度設計について団体とと
もに検討し、生産者の加入促進、交付予約量増加を図
る。

実績

・団体の財務の健全化に向けて、長期預かり金の運用方針
見直しの取組状況の確認を行った。また、事務管理費の削
減に向けて押印廃止に関する助言も行った。
・生産者のニーズに即した制度設計については、加入促進
のために協会と連携して価格安定制度に係るホームページ
による周知も検討している。

 自立推進計画における
 県の取組の進め方

　生産者にとって魅力的な制度となるよう、制度見直しを図るとともに、生産者への制度周
知、加入促進に努める。また、団体において適正な資金管理・運営がなされるよう、財政状況
の確認及び指導助言を行い、経常収支の改善に取り組む。

　関係機関の指導を仰ぎながら、価格補償制度の見直しや生産者への加入促進に努めることで、予約申込数量を向上さ
せ、収入増加を図る。併せて経費削減に取り組むことで、経常収支の黒字化を目指す。

主
体

経営改善に向けた計画 取組状況

経営改善に向けた計画及び取組状況報告書（令和６年度）

団体番号 32 団 体 名
公益社団法人宮城県青果
物価格安定相互補償協会

県主務課
農政部

園芸推進課
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別記様式第４号

（１）経営改善の目標

（２）経営改善に向けた計画及び取組状況（令和６年度）

（３）数値目標及び実績

（４）公社等外郭団体経営評価委員会の意見

（５）特記事項

【令和４年３月】

○団体の主要事業である分収林事業は、長期にわたる事業であることから、計画的に様々な経営改善に取り組む必要がある。そのた
め、解決すべき経営課題を総点検・再整理した上で、中長期目標のほか、年度別に具体的な課題と短期目標を設定し、経営課題と有機
的に結合した中長期の経営改善計画を明確にすることが重要である。団体は、計画策定に当たり、新たな収益確保についての検討を継
続し、年度ごとの収入の適正な見積りに基づき、第二期分収林経営計画における収支計画や借入金返済計画の妥当性を検証すること。
併せて、人材確保や技術の導入の具体的な計画についても検討すること。【団体】
○団体は、策定した計画を踏まえ、重点的に取り組むべき課題を抽出し、毎年度、県と情報共有しながら計画と実績を比較分析し、Ｐ
ＤＣＡサイクルを回しながら解決に取り組むこと。特に、主伐の時期や規模、入札方法等の見直し、スマート林業技術の実用化、確実
な借入金返済、基盤となる人材の確保・育成に取り組むとともに、森林の役割及び団体の事業・公益貢献度の県民への分かりやすい情
報発信に努めること。【団体】
○上述のほか、分収割合の見直し、分収林契約相手方の特定、林業振興等団体が抱える経営課題は山積しており、団体だけで解決でき
るものは限られている。県は、団体と連携を密にし、経営計画の策定及び進捗管理について積極的に指導・助言を行うこと。【県】

・平成28年3月　第二期分収林経営計画の策定【団体】
・令和3年3月　第二期分収林経営計画の一部改定【団体】

103 94

収支（収入･支出） 千円 5,840 6,384 7,781 △ 76,597 △ 56,040 △ 3,080

搬出間伐 ha 129 124 111 90

21 16

162 173 158

19

主伐 ha 126 74 175

路網整備 km 23 28 22

27 31 28

項目 単位
令和４年度 令和５年度 令和６年度

計画 実績

保育管理（下刈除間伐等） ha 4 4 29

計画 実績 計画

　
団
体

１　自立経営の確立
２　分収契約の見直し
３　人材の確保と育成
４　スマート林業の実用化
５　公社事業・公益的貢献度の県民への情報発信

○宮城県借入金は令和３年度が最終年度となり、令和４年度
から借入金の無い実質自立的経営となるため、木材販売収入
増を図り、事業計画どおり搬出間伐や主伐事業に注力し、
252ha（主伐158ha、搬出間伐94ha）を実施し、経営の健全化
に努めた。
主伐事業に主軸を移すことによる主伐売却額143,440千円
（前年度126,137千円）となった。搬出間伐事業では新たに
林地残材の有効活用としてチップ材を加えて搬出間伐事業量
増により売払額が46,178千円（前年度39,223千円）となり、
木材販売は前年度より合計24,258千円の増額。更に補助事業
である搬出間伐事業の増加による補助金収益が25,694千円の
増額となる。また、路網整備を計画どおり実施し今後の森林
管理及び搬出路等確保による将来に繋ぐ収益性の向上に努め
た。
○「宮城県市町村森林経営管理サポートセンター」の運営業
務を受託し，森林環境譲与税を活用した森林経営管理制度の
推進に向け、市町村への技術的な指導助言等を行った。
○職員の年齢構成の偏りをなくし、将来に渡り持続的な事業
実施を行うため、人材育成や新たな人材の確保に努めた。
○競争入札施行や複数年契約などを採用し、事業コストの縮
減を図るとともに、管理コストの縮減に努めた。また、ド
ローンやレーザー測量機器の導入による調査コスト低減な
ど、スマート林業技術の実用化に向けた取組も行っている。
○ウェブサイト等において、事業計画・入札情報や決算資
料、森林経営管理制度関連の積極的な情報公開に努めた。ま
た、公社のＳＤＧｓへの取組みについてウェブサイトで公表
に努めた。
○県借入金返済のための償還準備金について、当年度計画額
11,000千円と積増し69,000千円の合計80,000千円を償還準備
積立資産に積み立てを行い、着実な返済を実施できるように
努めた。
　収支については△3,080千円となったが，投資活動として
償還準備金積み増し分69,000千円を追加積立行ったことか
ら、それらを除くと実質65,920千円の収支額となる。

　
県

○更なる経営改善と自立的経営の確立に向けた指導助
言

○「一般社団法人宮城県林業公社経営改善推進会議」を２回
開催し、経営改善が着実に実施されるよう、計画的・効率的
な事業執行による収入の確保、人件費の削減等による管理費
の縮減等について、指導・助言を行った。

実績

 自立推進計画における
 県の取組の進め方

　平成２５年１０月の特定調停成立を経て第三セクター等改革推進債を活用し、経営改善を図っ
たところであるが、引き続き最終的な県民負担の更なる圧縮と本県林業の振興、森林の公益的機
能の発揮に対する一層の貢献に向け、自立的経営の確立のための更なる経営改善について、必要
な助言又は指導を行います。

　令和３年度に見直した第２期分収林経営計画の着実な実行により、公社経営の更なる安定化・健全化を図る。

主
体

経営改善に向けた計画 取組状況

経営改善に向けた計画及び取組状況報告書（令和６年度）

団体番号 38 団 体 名 一般社団法人宮城県林業公社 県主務課
水産林政部
森林整備課
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別記様式第４号

（１）経営改善の目標

（２）経営改善に向けた計画及び取組状況（令和６年度）

（３）数値目標及び実績

（４）公社等外郭団体経営評価委員会の意見

（５）特記事項

経営改善に向けた計画及び取組状況報告書（令和６年度）

団体番号 44 団 体 名 仙台空港鉄道株式会社 県主務課
土木部

空港臨空地域課

 自立推進計画におけ
る県の取組の進め方

　「経営健全化方針」に基づき、団体が「中期経営計画（2022年度（令和４年度）～2027年度（令和９年
度））」に沿って経営改善が着実に進められるよう、必要な助言又は指導を行います。また、団体の事業
である仙台空港アクセス鉄道の利用拡大及び利便性向上のため、関係機関と連携した取組を支援します。

　東北の拠点空港である仙台空港までの大量輸送、定時性に優れたアクセス手段として、また、りんくうタウンの通
勤・通学を担う公共交通手段として安定した輸送を継続していくとともに、経営に甚大な影響を受けたコロナ禍からの
再生を目指し、単年度黒字化の継続、2016年度（平成28年度）から続く債務超過の縮減に向けて取り組むもの。更に、
鉄道事業経営の安定化に向けて社員の計画的な人材育成を推進するもの。

主
体

経営改善に向けた計画 取組状況

実績 計画

　
団
体

１　スケジュール期間
　2022（令和４）年度～2027（令和９）年度 ６年間
２　各種施策
（１）安全・安定輸送の一層の推進
（２）利用者の拡大等と経営の改善
　① 利用者拡大の推進（鉄道利用人数１万１千人／
日を目標）
　② 単年度黒字化及びその継続
　　・パークアンドライド事業の推進
　　・広告収入の拡大
　　・駅構内及び未活用地の利用の推進
　　・鉄道グッズ販売等の推進
　　・運賃改定の検討　ほか
（３）プロパー社員の育成と登用の推進
（４）地域に愛される鉄道の推進
　・お客さまのニーズの把握と対応
　・ダイヤの改善　ほか

(1) 安全・安定輸送の一層の推進
・鉄道の安全業務遂行能力向上を目的に、毎月、定期訓練等を実施。さら
に、実車両を使用して、津波からのトンネル内避難誘導の手順確認などを
行ったほか、他社主催の事故復旧訓練へも参加をし、緊急時の迅速かつ効
果的な対応力の確立に努めた。
・社内の安全体制の充実のため、毎月「安全推進委員会」等を開催し、自
社、他社において発生した事象の把握とその対応策を検討した。
・土木構造物や信号・通信設備、車両等については計画的に点検や修繕、
更新を行った。
・体の不自由なお客さま等へ駅務員によるお声がけを行い、駅構内での転
倒事故防止等に努めた。
(2) 利用者の拡大等と経営の改善
・資本金の減資を実施し、累積欠損金の大半を解消するとともに、税負担
の減少など収益性の向上が図られた。
・直営による有料広告物の掲出依頼を推進したほか、高架下を時間貸し駐
車場として整備し、また、使用していない施設を賃貸して収入の確保に努
めた。
・パーク＆ライド事業は、更新時の手続きを見直し時間短縮を図った。
・コロナ禍前の各種イベントが再開され、キャラクターグッズをはじめと
した鉄道グッズの販売拡大に努めた。
(3)プロパー社員の育成と登用の推進
・OJTを通じた育成のほか、社外研修にも社員を派遣し必要な知識、技術の
修得を図った。
(4)地域に愛される鉄道の推進
・お客さまからのご意見等を「サービスメモ」として共有し、サービス品
質向上に活用した。
・海外からのお客さまには、タブレット端末等による外国語案内を実施
し、利便性の向上に努めた。
・繁忙期など多くのお客さまのご利用が見込まれた際には、車両の増結を
行い、輸送力の向上に努めた。

　
県

○鉄道会社の「中期経営計画」及び県の「経営健全
化方針」に沿った取り組みが着実に実施できるよ
う、必要な助言・指導を随時行っていく。
○鉄道利用者の利便性向上に向けて、意見交換会を
開催し、関係機関との意見調整を図る。

○円滑な合意形成を図るため、主な株主への説明会に県も同席するなど、
減資に向けた調整を支援した。
○物価高騰等による電気料金の高騰の経営への影響を緩和するため、令和
６年度に経営支援として16,300千円を交付した。また「中期経営計画」に
基づく取組の実施に当たり、指導・助言を行った。
○ＪＲ東日本仙台支社、仙台空港鉄道（株）、仙台国際空港（株）及び県
による意見交換会を開催し、鉄道利用者の利便性向上に向けた調整を図っ
た。

実績

3,998 4,078 4,273

項目 単位
令和４年度 令和５年度 令和６年度

計画 実績

年間乗降者数 千人 2,798 3,470 3,765

計画

・平成21年  8月「仙台空港鉄道株式会社改革支援プラン」策定【県】
・平成22年  5月「仙台空港鉄道株式会社改革支援プラン～行動計画～」策定【県】
　　財務構造上の改善については、資産の上下分離(H23)、県貸付金金利見直し(H27)を実施。
・平成30年  5月「仙台空港鉄道株式会社中期経営計画」策定【団体】
・平成31年  3月「仙台空港鉄道株式会社経営健全化方針」策定【県】
・令和 5年  2月「仙台空港鉄道株式会社中期経営計画」見直し【団体】
・令和 6年　3月「仙台空港鉄道株式会社経営健全化方針」見直し【県】
・令和 7年　2月 無償減資の実施【団体】

△ 115 154125

【令和6年2月】

○経営基盤強化のため、速やかに減資の実施について検討を進めること。【団体】
○運賃改定について、シミュレーションをもとに検討した上で、早期の実現に向けて最大限努力すること。運賃改定の金額を検討するにあたっては、
定期利用者の負担増加額を抑えるなど、定期利用者と空港利用者の負担割合を考慮すること。【団体】
○減資や運賃改定の実施時期や方策を検討する上で、中期経営計画における収支目標を常時アップデートし、最新の将来予測に基づいた意思決定がで
きるようにすること。また、今後必要となる修繕費及び設備投資の額を踏まえた資金繰り計画及び実績管理表を作成して、資金繰り状況を常に把握す
ること。【団体】
○鉄道利用者数を増加させるため、団体は、宮城県、仙台国際空港株式会社、東日本旅客鉄道株式会社、近隣自治体と連携して、空港利用者の動向や
ニーズを把握し、他空港の取組みや仙台空港や沿線の商店街と連携したイベントを開催するなど、積極的に取り組むこと。【団体】
○鉄道車両を自社所有しない場合の収支のシミュレーションを行うなど、鉄道車両の所有の有無について、中長期でのメリット、デメリットの洗い出
しを行い、実現可能性を探りながら最適な保有形態を検討すること。【団体】
○資金ショートの懸念があることから、県は、キャッシュ・フローの状況と将来見込まれる収支について団体と常に情報共有し、適切な支援ができる
ようにすること。また、資金ショートを回避するための資金の支援やコロナ禍により生じた損失を補償する方策について検討すること。【県】
○空港利用促進施策は、団体の自助努力だけでは限界があることから、県は、来県者を増加させるために、県としての中長期的ビジョンを示し、仙台
空港利用者数増加のための国内外からの観光客の誘客促進にも積極的に取り組むこと。また、県は、団体、仙台国際空港株式会社、東日本旅客鉄道株
式会社の意見交換会をリードし、鉄道利用者数の増加に向けて積極的な調整役となるよう取り組むこと。【県】

当期純損益 百万円 △ 357 132 △ 87
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